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デジタルネイティブ企業の中でも設立後の年数の比較的長い企業には（まだ20数年しかたっていないかもし
れないが）、時の経過が感じられる面がある。2022年のテクノロジー企業の株価急落でバリュエーションのプレ
ミアムははがれ落ち、市場の後退の裏で、かつての高値銘柄企業が今やビジネス・ディスラプションに対して
脆弱であるように見える。20年ほど前には、デジタルネイティブ企業が活気のない既存企業を衰退に追い込む
というビジネスパラダイムが主流となり、メディア、流通、旅行業界で顕著な例が見られた。しかし現在では、
再興したデジタル既存企業が反撃する一方、年数を経たデジタルネイティブ企業にはレガシーな行動が見られ
るようになっている。

パトリック・フォース、ロマン・ド・ロービエ、マイケル・グリーブ、アマンダ・ルーサー、タウセフ・チャランヤ

デジタルネイティブ企業は
デジタルの基本を見失っていないか

デジタル・ディスラプションの当初の立役者だった企業の多くは現在、勢いを増しつつある
デジタル既存企業群と、設立後年数の浅いスピーディーなデジタル・イノベーター企業群の
間で圧迫され、ペースを落としつつある。こうした企業が再び軌道に乗るには、当初の成功の
原動力となった要因にあらためて焦点をあわせる必要がある。
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BCGが世界の950社超の企業を対象に行った調査から、2005年より前に生まれたデジタルネイティブ企業は
（まさに「デジタル・ディスラプション」を多くの企業の取締役会の懸念材料にした新興企業群だが）、今、レガ
シー企業と同様の成長を制約する要因の多くにさらされていることがわかった。これらの企業は、「素早く行動
し、旧来のやり方を破壊してきた」が、イノベーションと成長を持続するための人間・テクノロジー両面の組織
能力を組織やカルチャーに埋め込めていない場合が多い。

優れたデジタル組織能力が、将来の競争優位性の多くの側面を支えることは、疑う余地もない。設立後年数を
経たデジタルネイティブ企業は（そして設立後年数の浅い企業も）、これまで成功をもたらしてきた5つの基本
的な属性にしっかりと焦点を当て続ける必要がある。

 • パーパス（存在意義）に根差したデジタル戦略を進めるリーダーシップ

 • イノベーションを促進するカルチャー

 • アジャイルなオペレーション・モデル

 • 世界に通用するデジタル人材を惹きつけ、保持し、育成する能力

 • オープンアーキテクチャ・テクノロジー&データ・プラットフォーム

企業がこのような属性をどの程度持っているかについての私たちの調査から、設立後年数が経過したデジタル
ネイティブ企業は、設立後年数の浅いデジタルネイティブ企業や、独自のデジタル組織能力を構築している
先進的な既存企業に後れをとり始めていることがわかった。あらゆる企業が、設立からの年数や規模による負の
影響を受ける（衰退や減衰の一種と考えることができる）。特に、設立後長い年数を経たデジタルネイティブ企
業は、デジタルの基本に立ち返る必要があることが明らかになりつつある。

形勢の変化
2022年のテクノロジー関連株の株価下落より前は、投資家がデジタルネイティブ企業の売上成長率の高さを

評価し、全般にデジタルネイティブ企業が既存企業よりも高い株主リターンをあげていた。しかし、多くの伝統
的企業が追い上げてきた。2021年12月のレポートで私たちが述べたように、デジタルトランスフォーメーション
を成功させた既存企業はEBITを21％改善したのに対し、その他の企業は10％の改善にとどまり、このパフォー
マンスは株主価値に反映された。たとえば、ドミノ・ピザと米国の大手農機企業ディアの、2018年12月31日から
2021年12月31日までの3年間の株主リターンはそれぞれ31％、32％だった。

この傾向は続いている。私たちが論考『頭角を現すデジタル既存企業』で論じたように、「デジタル既存企業」
という新たなタイプの企業群が、能力とパフォーマンスの両面でレガシー企業を引き離し、デジタルネイティブ
企業に迫っている。デジタル既存企業とは、デジタル組織能力を体系的に構築している伝統的企業をさす。2022
年7月31日現在、これらの企業は、インフレ環境下で投資家がテクノロジー株を格下げした一方、デジタル既存
企業の業績向上を評価したため、実質的に差を縮めている（図表1）。デジタルネイティブ企業とデジタル既存
企業はいずれも、いわゆるハイパースケーラー企業（アマゾンやグーグルなど、クラウド、ネットワーキング、 
インターネットインフラを圧倒的な規模で提供する十数社の企業）に後れをとっているが、これもまた株価下落
後にその差は縮まっている。（ここでの企業の分類については『頭角を現すデジタル既存企業』をご覧ください。）

https://www.bcg.com/ja-jp/capabilities/digital-technology-data/overview
https://www.bcg.com/ja-jp/publications/2021/performance-and-innovation-are-the-rewards-of-digital-transformation-programs
https://www.bcg.com/ja-jp/publications/2021/performance-and-innovation-are-the-rewards-of-digital-transformation-programs
https://www.bcg.com/ja-jp/publications/2022/rise-of-digital-incumbents-building-digital-capabilities
https://www.bcg.com/ja-jp/publications/2022/rise-of-digital-incumbents-building-digital-capabilities
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デジタルネイティブ企業の中でも、2005年より前に設立された企業と2005年以降に設立された企業の間
では、デジタル組織能力（前述の5つの属性に基づいて評価）において顕著な二分化が起きている（図表2）。
2005年以降に設立されたネイティブ企業は、クラウドベースのテクノロジー・アーキテクチャとアジャイルな
働き方の広範な導入を特徴とする時代に誕生したことを反映して、より優れたデジタル組織能力を身につけている。
対照的に、設立後年数を経たデジタルネイティブ企業は、程度の差こそあれ、組織の複雑性や技術的負債などの
要因に蝕まれている。
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図表1　デジタル既存企業が株主リターンの差を縮めている

注：テクノロジー株急落前のTSRは、2019年1月31日～2021年12月31日、テクノロジー株急落後のTSRは2019年7月31日～2022年7月31日の期間で算出。
出所：BCG Global Digital Transformation Study 2021-2022
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出所： BCG Global Digital Transformation Study 2021-2022 
（デジタル既存企業=223社、2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業=15社、2005年以降に設立されたデジタルネイティブ企業=66社） 

図表2　 設立後年数を経たデジタルネイティブ企業のデジタル組織能力は 
他の企業群に劣後している

https://www.bcg.com/ja-jp/capabilities/digital-technology-data/agile
https://www.bcg.com/ja-jp/capabilities/digital-technology-data/agile
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デジタル組織能力の構築
私たちは、BCGのデジタルトランスフォーメーションに関する調査で、対象企業の経営幹部に自社のデジタル

組織能力を0（低）から10（高）までのスケールで自己採点していただいた。その結果、デジタル既存企業の躍進
に加えて、もうひとつの変化が明らかになった。それは、デジタルネイティブ企業の中で、設立後の年数の長い
企業が、デジタルの成功に最も重要な5つの属性で、設立後年数の浅い企業に大きく差を付けられていることだ
（図表3）。以下、属性ごとに見ていきたい。

パーパスに根差したデジタル戦略を進めるリーダーシップ
デジタルネイティブ企業では、起業家精神に富むビジョナリーな創業者が、既存企業に対する優位性を生み出

すことが多い。しかし、設立後年数を経たデジタルネイティブ企業にとって、このようなカリスマ的リーダーから、
より体系化され多様性に富んだ経営陣へと移行することは困難な可能性がある。

BCGの調査では、2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業の経営幹部のうち、自社のリーダーや
中間管理職がリスクを取る権限を与えられていると答えたのはわずか20％であった。一方、2005年以降設立の
デジタルネイティブ企業では40％、デジタル既存企業では48％であった。同様に、2005年より前に設立された
企業の経営幹部のうち、自社のリーダーがプレーヤー・コーチ（事業でリーダーと積極的なプレーヤーの両方の
役割を果たす人）であると答えたのは27％にとどまり、2005年以降に設立されたネイティブ企業では45％だっ
た。また、2005年より前に設立された企業の経営幹部の3分の1（2005年以降設立の企業では60％）は、リーダー
が採用や昇進のたびにパフォーマンス水準を引き上げ、並外れた人材を評価し、組織全体でこうした人材を意図
的に昇進させていると回答している。「M&Aを経て成長するにつれ、リーダーシップ・スタイルの違いや組織の
規模、地理的な広がりのために、経営幹部レベルの競争力がいくらか失われてきました」と、設立後長年を経た
あるデジタルネイティブ企業の経営幹部は語っていた。
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図表3　 2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業の 
デジタル組織能力はあらゆる側面で劣後している

出所： BCG Global Digital Transformation Study 2021-2022 
（2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業=15社、2005年以降に設立されたデジタルネイティブ企業=66社） 
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イノベーションを促進するカルチャー
イノベーションのカルチャーは、一般的にデジタルネイティブ企業の強みだと考えられているが、必ずしもそう

ではない。デジタルネイティブ企業は、単一の製品や価値提案に焦点を絞ってスタートすることが多いが、初期
の成功に頼ることで大胆さを欠き、製品が成熟して市場が進化するにつれてイノベーションを起こせなくなる
ことがある。私たちの研究は、このように当初のイノベーションに過度に依存することで、時間の経過とともに
起業家精神が著しく試されることを浮き彫りにした。

2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業のうち、イノベーションの境界を押し広げるためにテク
ノロジーを活用したと回答した経営幹部はわずか7％であったのに対し、2005年以降設立のネイティブ企業では
48％だった。デジタルネイティブ企業は、顧客フィードバック・ループを活用した迅速なテスト、学習、反復の
手法を発明したことで評価を得ている。しかし、2005年より前に設立された企業の経営幹部では、こうした手
法が組織のあらゆる部分で採り入れられていると答えたのはわずか25％であった。これに対し、ハイパースケー
ラー企業では90％、デジタル既存企業では50％近くであった。イノベーションと価値創造に報いるインセンティ
ブ・システムを導入していると答えたデジタルネイティブ企業（2005年より前と以降に設立された企業あわせて）
はわずか20％で、デジタル既存企業では40％、ハイパースケーラー企業では70％であった。

デジタル既存企業やハイパースケーラー企業は、時間をかけてイノベーションを促進するオペレーティング・
モデルやインセンティブを設計しているようだ。一方、 多くのデジタルネイティブ企業はそのような仕組みを
持たず、 継続的なイノベーションが自発的に起こると考えているようだ。また、イノベーションのカルチャー的
要素、たとえば「早く失敗して学ぶことを奨励する」「在職期間にわたり成長と才能を正式に評価し認める」「従
業員から生まれたアイデアに大きな投資をする」などは、2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業
にはあまり見られない。2005年より前に設立されたあるデジタルネイティブ企業のCEOは、「投資家との議論
の結果として、売上成長を重視し、生産性のためのイノベーションと新しい機会開拓のためのイノベーション
の両方の優先順位が下がってしまった」と述べている。

アジャイルなオペレーション・モデル
デジタルネイティブ企業でよく見られるアジャイル志向のプロダクトチームやプラットフォーム組織は、ハイ

パースケーラー企業や設立後年数の浅いネイティブ企業ではうまく機能していることが多い。自社を「プロダクト
カンパニー」と考え、デジタル製品・ソリューションにエンドツーエンドで責任を持つビジネススタッフとテク
ノロジースタッフの統合チームからなる組織構造を持っていたのは、2005年より前に設立されたデジタルネイ
ティブ企業ではわずか20％であった。これに対し、2005年以降に生まれたデジタルネイティブ企業の60％、ハ
イパースケーラー企業の70％が、このような組織構造で運営している。

アジリティ（俊敏性）は、組織の規模と複雑性が増すにつれて低下していくように見える。2005年より前に
設立されたデジタルネイティブ企業の経営幹部のうち、小規模で分散化された多分野から成るチームが、自分た
ちが作成したものを自らマネジメントし運用していると答えたのは40％だった。これに対し、2005年以降に設
立されたデジタルネイティブ企業の経営幹部では45％、デジタル既存企業では40％、ハイパースケーラー企業
では70％であった。ある設立後年数の浅いデジタルネイティブ企業のCEOは、自社のアジャイル精神について
次のように表現している。「私たちには優れたNLP（自然言語処理）の組織能力があり、さまざまなユースケース
で精力的に実験を行い、何が本当に顧客の価値を高めるのかを学びつつプロダクトチームを軌道修正してきま
した。お客様主導のイノベーションが、私たちの成功の秘訣です」
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世界に通用するデジタル人材を惹きつけ、保持し、育成する能力
デジタルネイティブ企業はたいてい、カリスマ的リーダー、柔軟なワークモデル、迅速な市場展開によりもた

らされる強力な従業員価値提案（EVP）を備えている。加えて、従業員がキャリアの早い段階で重要な責任を担
うことができ、高い評価と「クール」な環境を共有する機会を与えている。しかし、魅力的なEVPは、リーダー
が投資を続けなければ、色あせてしまう可能性がある。強力なEVPを有していると答えたのは、2005年以降に
設立されたデジタルネイティブ企業では60％超であったのに対し、2005年より前に設立されたデジタルネイ
ティブ企業ではわずか3分の1であった。

そのほかに中期的な課題として、人材・スキルの保持とアップスキリングが挙げられる。デジタルネイ
ティブ企業は、「持ち込まれた」スキルに依存し、従業員育成プログラムが十分に開発されていない傾向がある。
これらの企業では、設計されたコースやカリキュラムよりむしろOJTを用いており、それが人材の流出や弱体化
につながる可能性がある。スキルを維持・開発する能力は、設立後の年数に関係なく、すべてのデジタルネイ
ティブ企業にとっての課題となっている。これらの企業の回答者のうち、従業員が自身の担当分野の最新の進歩
に遅れずついていくことに対するインセンティブがあると回答したのはわずか28％であるのに対し、ハイパー
スケーラー企業では60％であった。リスキリングやアップスキリングのための包括的でパーソナライズされた
学習ニーズを特定する能力があると答えたのは、デジタルネイティブ企業のリーダーの27％にすぎなかったの
に対し、デジタル既存企業の回答者では50％、ハイパースケーラー企業の回答者では60％だった。あるデジタル
ネイティブ企業の経営幹部は次のように述べている。「私たちの会社は形式ばらない職場で、他の人と肩を並べ
て仕事をすることで学習していきます。研修の形式を整える時間や組織能力がありません。しかし、それは将
来の優先事項として私のレーダースクリーンに表示されています」

オープンアーキテクチャ・テクノロジー&データ・プラットフォーム
デジタルネイティブ企業は、幸運にもクラウドベースのテクノロジー・アーキテクチャの時代に生まれ、そ

のモジュール性と相互運用性が、既存企業の複雑なレガシーテクノロジースタックに対する優位性をもたらし
てきた。しかし、クラウドベースのプラットフォームとデータアーキテクチャは過去20年間で劇的に進歩し、
2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業は現在、レガシーとなってしまった自社のテクノロジーと
格闘している。加えて、これらの企業は拡張性よりも市場投入のスピードを優先することが多く、ガバナンスと
プランニングが適切に行われてこなかったことにより、技術的負債が積み上がっている。

新製品や新機能を迅速に導入するための柔軟性を備えたオープンアーキテクチャ・テクノロジー&データ・
プラットフォームを有していると回答したのは、2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業のリーダー
ではわずか27％だったが、2005年以降に設立されたネイティブ企業では55％、ハイパースケーラー企業では70％
だった。2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業の回答者のうち、自社が強力なデータ組織とデー
タ管理への一貫したアプローチを有していると回答したのはわずか7％で、 データガバナンスツールを体系化し
ていると回答したのは20％にすぎなかった。設立後長い年数を経たあるデジタルネイティブ企業の幹部は次の
ように語った。「私たちは当初、ソフトウエアプラットフォームをモジュール方式で構築してコードを再利用で
きるようにすることに注力していました。しかしその後、市場でのリリースから学習するなかでビジネスモデ
ルを転換したり、新機能をより早く取り入れる方法として別の会社を買収したりしました。顧客データや取引
データを得るにつれ、データとアナリティクスの組織能力を獲得したいと思うようになりました。しかし、明確
で拡張性のあるデータモデルを定義してこなかったため、適切にフォーマットされたデータにアクセスする
プロセスが非常に複雑になることに気づきました」
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地に足をつけて
長年にわたり、伝統的な既存企業は、組織やオペレーティング・モデルをデジタル志向に変革する取り組みに

おいて、デジタルネイティブ企業を手本にしてきた。しかし、今や状況は一変している。

創設後相当な年数を経たデジタルネイティブ企業と年数の浅いデジタルネイティブ企業のそれぞれにとって
学びは明らかだ。2005年より前に設立されたデジタルネイティブ企業は、レガシーなテクノロジーや働き方が
足かせになっていないか、また、どこで足かせになっているかを評価する必要がある。多くの企業は、デジタル
成熟度を高めるために最も重要な能力を構築（または再構築）する体系的で計画的なアプローチが必要となるだ
ろう。一方、設立後年数の浅い企業は、成長にあわせてこうした組織能力に確実に投資していかなければならな
い。このような投資は、初期の段階では自然に行われるかもしれないが、時間がたつにつれて、これらの企業の
リーダーは意図的に、より正式なプロセスを採用して、組織を蝕むレガシーなテクノロジーや行動が根を下ろさ
ないようにしなければならない。

どの企業が将来、デジタル企業として成功するか、その競争は始まっている。その道筋と求められる特性は
明確で、他社よりも速く、よりうまく実行・導入する能力が真の差別化要因になるだろう。ディスラプションの
脅威は、創設された時代に関係なく、すべての企業に当てはまる。

原典 : Are Digital Natives Losing Sight of the Digital Basics?

https://www.bcg.com/ja-jp/publications/2022/digital-natives-losing-sight-of-basics
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ボストン コンサルティング グループ（BCG）

BCGは、ビジネスや社会のリーダーとともに戦略課題の解決や成長機会の実現に取り組んでいます。BCGは1963
年に戦略コンサルティングのパイオニアとして創設されました。今日私たちは、クライアントとの緊密な協働を
通じてすべてのステークホルダーに利益をもたらすことをめざす変革アプローチにより、組織力の向上、持続的
な競争優位性構築、社会への貢献を後押ししています。

BCGのグローバルで多様性に富むチームは、産業や経営トピックに関する深い専門知識と、現状を問い直し企業
変革を促進するためのさまざまな洞察を基にクライアントを支援しています。最先端のマネジメントコンサルティ
ング、テクノロジーとデザイン、デジタルベンチャーなどの機能によりソリューションを提供します。経営トップ
から現場に至るまで、BCGならではの協働を通じ、組織に大きなインパクトを生み出すとともにより良き社会を
つくるお手伝いをしています。

日本では、1966年に世界第 2の拠点として東京に、2003年に名古屋、2020年に大阪、京都、2022年には福岡にオフィス
を設立しました。
https://www.bcg.com/ja-jp/

https://www.bcg.com/ja-jp/

